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Overview 

2016 年 11 月 8 日に行われた米国大統領選挙は Donald Trump 氏が勝

利したが、欧州委員会は、Brexit に関する国民投票や米国大統領選挙の

結果は、グローバリゼーションへの反感が高まっていることの表れであ

り、欧州の将来展望をさらに脅かす可能性があると警告した。 

この一週間の Brexit および欧州の政治経済に関する主な動きは以下の通りで

ある。 

 英国の有力シンクタンク Institute for Fiscal Studies によると、

Philip Hammond 英財務相は、今後の英国の成長と税収が予測に達

せず、前回の 2019/20 年度の英国の財政予測と比較して、250 億

英ポンドの歳入減少の見通しとなる状況に直面している。 

 英国小売協会（British Retail Consortium）のデータによると、英

国の消費が引き続き回復の兆しを見せる中、10 月の小売売上高は、

オンラインセールスの前年同期比 11.1%の伸びが牽引力となり、同

2.4%の成長となった。 

 9 月の英国の貿易赤字は、英ポンド安が継続しているにもかかわら

ず、輸出額が 1 か月で 2 億英ポンド減少し、予想に反して拡大した。 

 トルコ政府は、反対勢力の公務員やジャーナリストをあからさまに

処分したことで、欧州の政治家たちから再び批判を受けた。 

 欧州議会のリベラル会派を率いる Guy Verhofstadt 氏は、「トルコ

は独裁国家になってしまった」と述べ、EU に対しトルコとの加盟交

渉を打ち切るよう求めた。 

 トルコの Recep Tayyip Erdogan 大統領は、自らの手法に対する批

判が高まっている中、トルコの 300 万人のシリア難民のために欧州

への「門戸を開く」と脅しをかけた。 

 フランスの右派の政治家たちは、Hollande 仏大統領が著書 ”A 

President Should Not Say That” の中でジャーナリストに対し機

密情報を漏らしたとして、同大統領の弾劾決議案を提出した。来年

の大統領選挙を前にして、同大統領の弱みが浮き彫りとなっている。 
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 英国の今年の玩具売上は 33 億英ポンドを超え、過去最高となる見通

しである。玩具小売店協会（Toy Retailers’ Association）の分析に

よると、フェスティバルシーズン中に子供のために平均 105 英ポン

ドを使うと見込まれている。 

 Joe Anderson リバプール市長は、社会福祉の財源としてカウンシル

タックスを 10%引き上げる法案の是非を問うために、住民投票の実

施を提案した。リバプールは長年にわたって政府予算が削減されてお

り、福祉増税の是非を住民に問う最初の地方都市となるかもしれない。 

 欧州各国の右派でポピュリストの政治家たちは、米国大統領選挙にお

ける Donald Trump 氏の勝利を歓迎した。フランスの極右政党であ

る国民戦線の Marie Le Pen 党首は、「この選挙結果は“自由の勝利”

と解釈すべきだ」と述べている。 

 英国のブックメーカーである PaddyPower は、米国大統領選挙で

400 万英ポンドの損失を被ったと発表した。選挙戦中に Hillary 

Clinton 氏の勝利を見越して、希望者に Clinton 氏への賭金に対する

事前割引払い戻しの実施を決定したうえに Trump 氏の勝利に対する

数百万英ポンドの支払いが発生したためである。 

 格付け会社の S&P は報告書にて、英国が「ハード Brexit を回避する

方法を探るのは難しい」と述べ、投票結果は「英国社会に明らかな亀

裂を生じさせた」と警鐘を鳴らした。 

 欧州委員会は、英国の成長率について、Brexit に関する投票結果に

より不確実性が増大したとして、2017 年の成長見通しを 5 月時点の

予測のおよそ半分の 1.0%に下方修正した。 

 欧州委員会は、Brexit に関する国民投票や米国大統領選挙の結果は、

グローバリゼーションへの反感が高まっていることの表れであり、欧

州の将来展望をさらに脅かす可能性があると警告した。 

 ベルリンの当局者は、Brexit に関する国民投票後、ロンドンからの

スタートアップ企業の誘致に成功していると述べた。ロンドンを拠点

とする５つの企業がすでにベルリンに移り、さらに 39 社が真剣に移

転を検討しているという。 

 ロンドン商工会議所（LCCI）は、Brexit 後のロンドン独自の就労ビ

ザに関する要望の概略をまとめた。独自のルールの下、ロンドンを拠

点とする企業が、採用する熟練労働者のビザ取得のスポンサーとなる

ことがその内容である。 
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 シティ・オブ・ロンドンのロビー団体である TheCityUK は、Brexit 後の協定について、

「金融サービスに関して、自由で開かれた市場のもとにあり、障壁のない取引ができる現在

の状況と近いものとなるように」圧力をかけると述べた。 

また、以下は 2016 年 11 月 8 日に行われた米国大統領選挙の結果についての Deloitte UK のチーフ

エコノミストのコメントである。 

 先週の米国大統領選挙の結果により世論調査機関に対する批判がさらに強まっているが、こ

れはやや過剰であるようにも思われる。６月の英国の国民投票も、先週の米国大統領選挙も

非常に接戦であり、直前まで浮動票も多かった。Brexit の国民投票に関する最終の世論調

査とのずれは平均でおよそ３％、米国大統領選挙に関してはほとんどが２～３％程度のずれ

であった。したがって、政治に関する世論調査としては、ほとんどが通常の誤差の範囲内で

あったと言える。 

 より大きな予測のズレは「賭け」の世界で起きていたように見える。賭け金の比率は、圧倒

的に Brexit や Trump 氏の敗北を示していた。米国では、選挙結果の予測家たちも大きく

予測を外した。ある数量化モデルでは、Clinton 氏が勝利する確率は 99％以上となってい

た。  
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